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は じめに

今 ま で の 日印 関 係 の 歴 史 、 あ る い は イ ン ドに お け る 日本 研 究 の 歴 史 を 見 る と 、

「と っ て もす ば ら しか っ た 」とい え る 時 期 は 一 度 も な か っ た 。 し か し、 こ れ か ら の

日印 関 係 は 、 い わ ゆ る 「日印 グ ロ ー バ ル ・パ ー トナ ー シ ッ プ 」 の 時 代 に 入 っ て 、 よ

り深 く な っ て い く と思 う。 そ の とき の こ と を 考 え な が ら 現 在 の 日印 関 係 、 そ して イ

ン ドに お け る 日本 研 究 の 実 態 に つ い て 本 稿 で は 考 え て み た い と思 う。

日本 とイ ン ドの関係は、1500年 も古い歴史 を持ってい るとよく言われ るが、そ

れは、イ ン ドか ら中国 ・朝鮮経 由で 日本に伝 わってきた仏教の教えや哲学から日本

人が獲得 した 「天竺」に関する知識 に基づいた、間接的な関係 に過 ぎなかった。っ

まり、それは、仏典や 関連書類か ら獲得 した知識 がもとで、 しか も一方的で、単な

る架空上 の関係 であったに違いない。20世 紀 のは じめ ごろまでの 日印関係 は、互

いに無知 と無関心の態度 を示 し、相手の存在 についての認識 さえ頭の 中になかった

のではないか と思 う。 このよ うな 日印関係が、 「関係 」と呼ばれるよ うな状態 にな

ったのは、 日本 が 日露戦争で画期的な勝利 を得 た後か らである。周知の通 り、イ ン

ドの詩聖タゴール と日本の芸術家 ・思想家岡倉天心 との問で芽生えた友情関係 は、

初期の 日印関係 の炎を煽 り立てて、アジアの未来 は日本 とイン ドの手にあるのだ と

さえ強調す るまで に至 った。 しか し、当時の両 国内外の さま ざまな事情の結果 、

20世 紀の初期に芽生 え始 めたその関係 は、花 が咲かぬまま、萎れて しま う結末を

迎 えざるを得なかった。それか ら、数十年の間、沈黙 を保ち続けてきた 日印関係 は、

再びつぼみ、花 を咲かせたのは第二次世界大戦後か らである。

周知の とお り、イン ドは戦後の 日本 と早 くに関係 の正常化 を図った国の一つで、

1952年 に 日印間で国交が樹立 された。そ して、1957年 に 「日印文化協定」 も締結

されたが、今年(2007年)は ちょうどその50周 年記念を祝 うまでに至った。最初

は、 ごく名 目的だったが、イン ドでの 日本研究 と日本語教育が本格的に始まったの

は この 日印文化協定調印後か らだ。そ して、徐々に 日印間の政治的経済的文化的交
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流がよ り親密にな りつつある今 日、イン ド人に とって 日本語が重大 な外国語の一っ

とな り、その学習者の数が 日々に増 えている。

それ に、1990年 代か ら始まったイ ン ド市場 の開放 と経済の 自由化 に伴 う日印間

の経済協力の強化、 日本企業のイン ド市場への飛躍的な進 出 と合弁会社の急増 、イ

ン ド政府の 「ル ック ・イース ト」(LookEast)政 策、 厂アジア新時代における 日印

パー トナーシップ」の調 印に伴 う「8項 目の取 り組み」(EightFo互dInitiative)の

実行開始などの結果、イ ン ドにおける 日本語教育 は、現在、急 ピッチの速 さで普及

している。毎年、行われている日本語能力検定試験の受験者数増加推移からもこれ

がわかる。た とえば、2000年 にイ ン ドで能力試験を受けた受験者の数 は3889名 だ

ったが、2006年 になるとそれが5361名 に増加 している。それ に、過去2、3回 の

日印首脳会談において、両国の首相 はイ ン ドの中等教育 に 日本語を導入す る必要性

を強調 し同意 した結果、2006年 の4月 か らイン ドの学校 でも 日本語 を選択科 目で、

第三言語 の一つ としてすでに教え始 めてい る。2010年 までに、イ ン ドの 日本語学

習者の数を、なん と3万 人以上 にも引き上げることを 目標に しているよ うだ。

ところが、それ に対 して、イ ン ドにおける 日本研究、特に 日本文化研究 と日本地

域研究は、以前 と変わ らぬまま停滞 しているといえる。それは、あま り好 ま しくな

い ことである。 これか らの 日印関係 を強化 させていくには、 日本語が大きな役割 を

果たす ものだと両国とも認めているのに、 日本の文化研究 と地域研 究については、

両国の首脳 とも沈黙 を続 けてい る。去年の 日印首脳会談で発表 された、 「8項 目の

取 り組み」の第5項 目の内容 の詳細 を説明す る文 章では、 日本語教育の普及の必然

性を認 めているにもかかわ らず、イン ドにお ける日本の地域研究 を拡大する必要性

についてあま り触れていないことには驚かず にい られない。

2000年 以降になると、政治や経済の世界か ら多 くの要人がそれぞれお互いの国

を訪れ、経済、政治、戦略そ して文化の面でさらに良い 日印関係 を築 き上げる下敷

きを行 ってきた。 たとえば、2000年 の8,月 に森 首相(当 時)が イ ン ドを公式訪 問

した とき、「21世 紀 における 日印グ ローバル ・パー トナー シップ」についてイン ド

のバー ジパイ首相(当 時)と 首脳会談 を行い、共同声明を発表 した。 それか ら5年

たった2005年 の4.月 に小泉首相(当 時)が イ ン ドを公式訪問 して、イ ン ドのマン

モハン ・シン首相 と首脳会談を行ったが、その首脳会談で、両首脳は 「二国間関係

の着実 な発展」を強調 し、 「お互いに関心のある地域問題、国際問題」 「防衛」に

協力 し合い、取 り組む ことを協議 した。そ して、同首脳会談で両首相 が 「アジア新

時代にお ける 日印パー トナーシップ」にも調印 した。 このグローバル ・パー トナー

シップ を強化 させ 、期待の成果 を得 る目的で次 の「8項 目の取 り組み」を決定 し、

それを実行す ることに努力 し合 うことを決定 した。

8項 目の取 り組み

① 対話の高度化 と交流の強化
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② 総括的な経済的関与の強化

③ 安全保障対話 ・協力の強化

④ 科学 ・技術面でのイニシアティブ

⑤ 文化 ・学術面での交流及び人 と人の間(両 国民間)の 交流の強化

⑥ アジア新時代開幕 に当たっての協力

⑦ 国連及びその他 の国際組織における日印協力

⑧ グローバルな挑戦 に対応するための協力

「この8項 目の取 り組み」は、すばらしいもので、素直に実施すれ ばこれ以上 もな

い立派な 日印か関係 を築き上 げるのに大いに役 立つ と思 う。

イ ン ドにおける 日本の地域研究の現状

イ ン ドに お け る 日本 の 地 域 研 究 は 実 は 半 世 紀 も の 歴 史 を 持 っ て い る。1955年 に

設 立 され たIndianSchoolofInternationalStudiesの 一 つ の 研 究 学 科 と して 「東 ア

ジ ア 研 究 科 」 が 設 け られ 、 中 国 、 日本 及 び 朝 鮮 研 究 を 開 始 した の が そ の 始 ま りで あ

る 。 こ の 研 究 学 科 は 後 に ネ ル ー 大 学 の 国 際 関 係 学 部 の 一 つ の 学 科 と し て 併 合 さ れ た

が 、 今 も 日本 地 域 研 究 を 活 発 に 行 っ て い る。1969年 の10Aに 日本 とイ ン ドは 「イ

ン ド に お け る 日 本 研 究 振 興 の た め の 覚 書 」(MemorandumonPromotionof

JapaneseStudiesinIndia)に 調 印 した 。 そ の 第 一 歩 と し て 、 同 年 に デ リー 大 学 で 新

た に 「東 ア ジ ア 研 究 科 」 が 開 設 され 、 日本 の 地 域 研 究 と 日本 語 教 育 を 同 時 発 足 した 。

イ ン ドで 現 在 日本 関係 の 地 域 研 究 を 行 っ て い る所 は デ リー に あ る こ の 二 つ の 大 学 だ

け で 、 研 究 者 の 数 も 両 手 の 指 で 数 え ら れ る ほ ど少 な い 。 主 な 研 究 テ ー マ と し て は 、

日本 の 国 際 関 係 と外 交 、 経 済 と貿 易 、 日本 的 経 営 、 歴 史 、 政 治 な どが 取 り上 げ られ

る 。 要 す る に 、 現 在 イ ン ドで 行 わ れ て い る 日本 関 係 の 地 域 研 究 の 規 模 は 非 常 に 小 さ

く て 時 代 の 要 求 に 応 え ら れ な く な っ て い る こ と は 一 目瞭 然 で あ る 。 「ア ジ ア 新 時

代 」 に お け る 日本 の 地 域 研 究 の 意 義 は い か に 大 き い か とい う こ と を 認 識 して 、 イ ン

ド各 地 の 大 学 や 研 究 機 関 に そ の 研 究 分 野 を 設 け る こ と は イ ン ド政 府 の 緊 急 課 題 に な

っ て ほ しい と願 っ て い る。

インド人の日本地域研究者 と彼らの研究成果

前述 のように、イ ン ドで、 日本地域研究に携わってい る学者 の数は、両手の指で

数え られ るほど少 ない。 その点では、今 も昔もあま り変わ らない。ネルー大の国際

関係 学部東アジア研究セ ンターの今 までの経歴 を調べてみると、1970年 代か ら本

センターでは 日本 の政治、経済、歴史、外交お よび 国際関係 、 日本式経営などの研

究が、規模 は小 さくても、活発 に行 われ るよ うになった。実は、本セ ンターがネル

ー大の一部 として合併 され る1970年 までに
、すでに本セ ンターの6人 の 日本地域
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研 究 者 が 博 士 号 を 獲 得 し て い た 。 そ の6人 の う ち 、P.A.NarasimhaMurthy,Savitri

Viswanathan、 そ し て 、K.V.Kesavanと い う3人 の 学 者 は 、 後 の イ ン ドに お け る 日

本 地 域 研 究 の 先 頭 者 と な っ た の で あ る 。 故Murthy氏(1959年 に 博 士 号 を 獲 得 す

る)とKesavan氏(1970年 に獲 得)は ネ ル ー 大 を研 究 活 動 の 本 拠 地 と して い た の

に 対 して 、Savitri女 史(1970年 に 獲 得)は デ リー 大 の 日本 地 域 研 究 の 舵 を と り、

そ れ ぞ れ の 大 学 に お け る 日本 研 究 を 培 っ て き た 。

こ こで 、 ネ ル ー 大 学 に お け る 日本 研 究 は ど の よ うな も の で あ る か を も う少 し 具 体

的 に説 明 させ て い た だ き た い と 思 う。 そ れ は 、 ネ ル ー 大 学 の 日本 地 域 研 究 お よ び 日

本 文 化 ・文 学 研 究 は ど の よ う な も の で あ る か を知 る ほ か に 、 イ ン ドに お け る 日本 研

究 の 実 態 を 把 握 で き る よ い 手 が か り と な る か ら だ 。

1959年 か ら2006年 の 間 、 か つ て のIndianSchoolofInternationalStudiesの 東

ア ジ ア 研 究 学 科 と、 合 併 後 の ネ ル ー 大 学 国 際 関 係 学 部 東 ア ジ ア 研 究 セ ン タ ー と を 合

わ せ て 、 全 部 で26人 の 日本 地 域 研 究 者 に 博 士 号 の 学 位 を 授 け て い る 。 そ れ に 、

1972年 か ら2006年 の 問 に 、 ネ ル ー 大 の 同 研 究 学 科 は 、75人 の 研 究 者 にM.Phil

(前 期 博 士 課 程 卒 業 書)の 学 位 を も与 え て い る。 そ れ ぞ れ 研 究 テ ー マ が 多 種 多 様 で

あ る が 、 上 述 の26人 の 博 士 論 文 の テ ー マ を 調 べ て み る と、 「日本 の 外 交 ・国 際 関

係 」 を 研 究 して い る 人 が 圧 倒 的 に 多 い こ と が わ か っ た(26人 の 内15人)。 次 に 人

気 あ る 分 野 は 日本 の 経 済 で(4人)、 分 化 ・文 学 は 各 一 人 ず つ 、 宗 教 は 一 人 、 日本

の 国 防 は 一 人 、 日本 とイ ン ドの 企 業 内 労 使 関 係 ・人 間 関 係 の 比 較 研 究 は 一 人 、 そ し

て 日本 史 の 研 究 は 一 人 、 と な っ て い る 。

そ れ に対 して 、 博 士 前;期課 程 のM.Philに つ い て は 、2006年 ま で に75人 の 研 究

生 が 研 究 論 文 を 書 き 、 す で に 学 位 を 獲 得 し て い る。 よ く研 究 され て い る テ ー マ は 、

日本 の 国 内 外 政 治 、 日本 の 外 交 ・国 際 関 係 、 日本 の 経 済 、 教 育 、 核 拡 散 問 題 と 日本 、

日米 関 係 、 日本 式 経 営 、 日本 の さ ま ざ ま な 社 会 問 題 、 環 境 問 題 な ど で あ る。 前 期 博

士 課 程 を修 了 した 研 究 生 は75人 も い る の に 、 後 期 博 士 課 程 に 進 学 し て 、 博 士 号 を

獲 得 し よ う と した 者 は わ ず か26人 に 過 ぎ な い と言 う こ とか ら も 、 イ ン ドに お け る

日本 研 究 は どん な に 停 滞 して い る か を 察 す る こ と が で き る 。 そ の 裏 に は さ ま ざ ま な

理 由 が 潜 ん で い る と思 うが 、 イ ン ドに お け る 日本 研 究 を 妨 げ る 諸 要 素 に つ い て は 、

後 ほ ど触 れ る つ も りだ 。

デ リー 大 学 の 場 合 も 、 似 た よ うな 傾 向 が 見 られ る。 も ち ろ ん 、 数 の 上 で は 、 デ リ

ー 大 学 の 日本 地 域 研 究 者 の 方 は 、 ネ ル ー 大 の 研 究 者 を 大 き く 下 回 る。

次 に 、 イ ン ドを 代 表 す る 日本 地 域 研 究 者 と彼 ら の 研 究 成 果 は どの よ う な も の で あ

る か を 簡 単 に 触 れ て お き た い 。

地 域 研 究 の 分 野 で 実 績 を 残 し て い る 研 究 者 と し て 、 ネ ル ー 大 学 の 故P.A.

NarasimhaMurthy教 授 、 今 、 定 年 退 職 の 生 活 を送 っ て い るK.V.Kesavan教 授 、 ネ

ル ー 大 学 の 東 ア ジ ア研 究 学 科 の 現 職 のLalimaVerma教 授 及 びH.S.Prabhakar准 教

授 、 定 年 生 活 を 送 っ て い る デ リ ー 大 学 のSavitriViswanathan教 授 とSushila
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Narasimhan教 授 及 び 同 大 学 のBrijTankha教 授 、 国 際 交 流 基 金 ニ ュ ー デ リ ー 事 務 所

プ ロ グ ラ ム ・コ ー デ ィ ネ ー タ ー のRajaramPanda博 士 な ど の 名 が 挙 げ ら れ る 。

イ ン ドに お け る 日 本 地 域 研 究 の パ イ オ ニ ア ー で あ る 故P.A.NarasimhaMurthy教

授 は 日本 経 済 を 専 攻 と し 、 主 な 著 書 に は 、TheLotusandChrysanthemum(1977),

IndiaandJapan:DimensionsoftheirRelations,HistoricalandPolitical(1986) ,

IndiaandJapan:DimensionsoftheirRelations,EconomicandCultural(1993) ,

IndiaandJapan:DimensionsoftheirRelations,Documents(1996)な ど が あ る 。

K.V.Kesavan教 授 の 専 攻 し た 分 野 は 、 日 本 の 政 治 と 外 交 政 策 で 、 主 な 著 作 と し て 、

ContemporaryJapanesePoliticsandForeignPolicy(ed.1989),Japan-SouthAsia:

SecurityandEconomicPerspectives(editedbyK.V.KesavanandLalimaVerma ,

2000),BuildingaGlobalPartnership:FiftyYearsofIndo-JapaneseRelations(ed .

2002)な ど が 挙 げ ら れ る 。

そ れ に 、 デ リ ー 大 学 に お け る 日本 研 究 の 先 頭 に 立 っ て い た 、SavitriViswanathan

教 授 のJapan,(1976),Japan:TheNewChallenges,editedbySavitriVishwanathan

(1982),同 大 学 のSushilaNarasimhan教 授 のJapanesePerceptionofChinainthe

NineteenthCentury;InfluenceofFukuzawaYukichi(1999),国 際 交 流 基 金 ニ ュ._デ

リ ー 事 務 所 のRajaramPanda博 士 のPacificPartnership:Japan-AustraliaResource

Diplomacy(1982),JapanandtheThirdWorld(1994) ,IndiaandJapan:Blossoming

ofaNewUnderstanding(editedbyRajaramPandaandYooFukazawa) ,lndiaand

JapaninSearchofGlobalRoles(EditedbyRajaramPandaandYooFukazawa)な ど

を 代 表 的 な 著 書 と し て 挙 げ る こ と が で き る 。

イ ン ドにおける 日本文化 ・文学の研究

現在イン ドで 日本 の文化 ・文学の研究が行 われてい る所は、 日本の地域研 究 と並

んで、デ リー にある二つの大学、つま りネルー大学 とデ リー大学だけである。ネル

ー大学 の語学部の 日本語学科で現在教員 と研 究生 を合わせ て約12人 の日本研究者

が 日本 の文学、社会、文化な どを研究 している。それに、デ リー大学で もまた5、

6人 の文学 ・文化 の研究者がいる。主 な研究テーマは古典文学、説話文学、物語文

学、明治文学、仏教思想 などで、夏 目漱石 、森鴎外、樋 ロー葉、島崎藤村、宮沢賢

治、三 島由紀夫、川端康成、遠藤周作、芥川龍之介 などの作家や彼 らの作品および

今昔物語な どのよ うな古代文学の研究 を行 っている。中には、 日本の文学作品をイ

ン ドの公用語 に翻訳 して出している人 もいる。

ネル ー大学 とデ リー大学の 日本語教師の数人が 日本文学の研究や 、文学作品のイ

ン ドの諸公用語へ の翻訳、意訳な どに献身 している。例 えば、ネルー大学の場合、

9名 の 日本語教 師の内、4人 が 日本 文学を専攻 している。 日本の古代文学か ら明

治 ・大正時代の文学、特に小説な どフィクシ ョンの研 究を大 いに行ってい る。中で

59



PullariuAbrahamGORGE

も、イ ン ド哲学や仏教 に直接、又は間接 に何 らかの関わ りを持つ作品を中心に研究

す る傾向が強い。 日本のイン ドとの昔か らの関係は文学作品に どの ように映 じてい

るのか、古代 と現代の 日印関係 は質量的にどのよ うな変化 を経過 して来 たのか、文

学 を通 して 日印関係 を少 しでも良くすることがで きないだろ うか、な どは主な研究

課題 である。週に平均 して10時 間の授業を受 け持つ教員たちには、 日本文化 ・文

学の研究に費やせ る時間に限界があるが、 日本 の文学作品のイン ド語 ・英語訳を行

い、 自費出版まで してい る教員 もその中にいる。

ネルー大学の 日本語講座では、学士課程か ら博士課程までの コースが教 えられて

い るが、いろいろな理 由で文学を専攻できる文学系修士課程 はまだ開設 されてお ら

ず、 日本語 ・文化研究学科のこれからの重要課題 の一つ として残ってい る。大学側

は学士課程 の第三学年 において、 日本文学 の概 要を紹介 して学習者 の 日本文学への

興味を刺激 させ、彼 らを 日本文学の研究に導き出そ うとしてい るが、 日本語 コース

の修士課程 を卒業 した学生でも、博士課程 に進学 して、 日本文学 ・文化の研究 を続

けようと思 う人はほとんどいない。幸い、大学側 は 日本文学を専攻科 目として教え

る必然性にやっ と気づき、2009年 一2010年 度の新学年 から修士課程で 日本文学専

攻 コース も始まる予定である。専攻科 目として教え られ るようになるとた くさんの

学生が 日本文学を選択す るようになるのではないか とい う考えである。

デ リー大学の場合 も、大体同様な状況が続いている。デ リー大学の修士課程でも

日本文学 を教 えているが、それ もまた文学中心の コースではなく、ネルー大学の現

状 と同 じように教科書 として文学作 品を大いに用いているだけである。つま り、デ

リー大学 でも日本文学を専攻できるM.A.コ ー スは現在 ないわけである。 当大学で

修士課程の教材 として使 われてい るものには、古代 日本文学か ら現代文学までの主

なジャンル、つま り詩歌、劇、小説 、 日記文学、物語、随筆及び文学評論な ど幅広

い分野の代表作品が紹介 されてい る。

要するに、 日本文学または日本の文化 を専攻 しようと思 うイン ド人学生は、ネル

ー大学に しろ、デ リー大学 にしろ、非常 に少 ない と言 える。また これ は、イン ド社

会 における日本文化 ・文学への一般 的な関心は、いかに浅い ものかを実際に反映 し

てい るとも言 えるだろ う。

日本文学 を専攻 してい るイン ド人学者 と彼 らの研究実績

『イ
ン ドで現在、 日本文化 ・文学の研究 に取 り組んでい る学者 は、片手 の指で数え

られ るほど少 ない。実は、ネルー大学、デ リー大学及びタゴール大学を合わせて、

5人 しかいない。イン ドにおける 日本文学の研究 に口火を切ったのは、紛れ もなく、

ネルー大学の名誉教授で、3年 前 に他界 したS.B.Verma教 授 である。俳句を専攻

していたVerma教 授 は、イン ドで俳句 を普及 させ るのに、全力を尽 くした学者の

一 人で ある。 「俳 句 と現代 ヒンデ ィー語 の詩 の比較研 究」で博 士号 を獲得 した
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Verma教 授 の 主 な 著 書 に は 、JapaniKavitaen(俳 句 と 短 歌 の ヒ ン デ ィ ー 語 訳)、

JapaniKavitaourHaiku(日 本 の 詩 歌 と 俳 句)な ど が あ る 。

そ の ほ か に 、 日 本 文 学 の 研 究 に 献 身 し て い る イ ン ド人 研 究 者 と し て 、 中 世 文 学 を

専 攻 し て い る ネ ル ー 大 学 のAnithaKhanna教 授 、 日 本 の 民 話 ・説 話 文 学 を 専 攻 し

て い るManjushreeChauhan教 授 、 近 代 日 本 文 学(島 崎 藤 村 、 宮 沢 賢 治)を 研 究 し て

い る 筆 者 、 そ し て 近 代 日 本 文 学(女 流 作 家)を 専 攻 し て い る デ リ ー 大 学 のUnita

Sachidanand准 教 授 ゐ 名 前 を 挙 げ る こ と が で き る 。

ま た 、 こ れ ら の 研 究 者 の 代 表 的 な 著 書 と し て 、AncientJapaneseLiterature:A

CriticalSurvey(AnitaKhanna,2002)JapaniSahitya〔 ヒ ン デ ィ ー 語 で の 「日 本

文 学 史 の 概 要 」(AnitaKhanna,2003)〕,JapaniSahityaDarshan:MeijiseShowa

tak(ヒ ン デ ィ ー一語 で の 「明 治 か ら 昭 和 ま で の 日 本 文 学 史 の 概 要 」Unita

Sachidananda,2002),ImagingIndia,ImagingJapan:AChronicleofReflections

onMutualLiterature(editedbyUnitaSachidanandandTeijiSakata,2004)East

AsianLiteratures:AnInterfacewithIndia(editedbyP.A.George,2006),

EnlightenmentofWomen&SocialChange(P.A.George,2006),MiyazawaKenji's

TenJapaneseStoriesforChildren(宮 沢 賢 治 の10篇 の 童 話 の 英 訳,P.A.George,

2005)な ど が 挙 げ ら れ る 。

イ ン ドにおける 日本語教育

イン ドにお ける日本語教育の歴史は地域研究 と比べ ると長いが、その道程 を遡っ

て見 ると、今か らお よそ90年 前にイ ン ドで 日本語講座が開講 されていた ことがわ

かる。 それは、アジア発 の文学 ノーベル賞受賞者 タゴールが 自分の設立 したウィシ

ュワー ・バーラテ ィー大学(タ ゴール大学)で1920年 頃か ら日本語教 師を 日本 か

ら招き入れて 日本語教育の口火 を切ったことに由来す る。この講座は数年間続いた

が、昭和期に入って 日本が帝国主義的外交を強行 し戦争へ進むにつれ て、タゴール

大学の 日本語講座 も中断せ ざるを得な くなった。それ から、イン ドで本格的な 日本

語教育が始まったのは1957年 の 「日印文化協定」の締結後か らである。その翌年

の1958年 に在イ ン ド日本大使館がニューデ リー とコルカ タ(Kolkata)で 日本語

講座 を開講 している。そ して、デ リー大学では1969年 に、ネルー大学では1973

年 に 日本語のコースが次々 と開講 され た。戦争 の前に中止 されて しまった タゴール

大学 の 日本語 コース も1954年 に再 開された。イ ン ドの商業都市 であるム ンバイ

(Mumbai)で は、1950年 代 の後半 に 日本語 講座 が開かれ、隣のプネ市(Pune)

では、地元の印 日会(Indo-JapanSociety)が1971年 に最初の 日本語講座 を開設 し

た。今、プネ市はイン ドで 日本語教育が一番盛んに行われ る場所 となっている。

20世 紀の第4四 半期 になると、 日印経済関係 がよ り親密になってイ ン ド市場へ

の 日本企業 の進 出が増えるに伴 って 日本語運用能力が身に付いた人材が益 々求めら
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れ る よ うに な っ て き た 。 し か し、 需 要 が 多 過 ぎ て 、 既 存 の 日本 語 教 育 機 関 か ら 出 る

卒 業 生 だ け で そ の 需 要 に は 応 え られ な く な っ た 。 し た が っ て 、1980年 代 ま で デ リ

ー
、 コル カ タ 、 そ して プ ネ 市 中 心 に 行 わ れ て き た 日本 語 教 育 は イ ン ド各 地 へ 広 が り、

現 在 、 イ ン ド全 国 の約70箇 所 で 日本 語 教 育 が 行 わ れ る よ うに な っ た の で あ る 。 特

に 、 イ ン ドの シ リ コ ンバ レ ー と呼 ば れ る よ うに な っ た イ ン ド南 部 の バ ン ガ ロ ー ル 大

都 市(Bangalore)、 南 イ ン ドの 大 都 会 チ ェ ン ナ イ(Chennai)、 ハ イ デ ラ バ ー ド

大 都 市(Hyderabad)な ど の 都 市 に も 日本 語 教 育 が 広 が り、 ブ ー ム と な っ て い る。

そ れ に 、 教 師 数 もお よ そ250名 以 上 に な り、 学 習 者 数 も 常 時 お よ そ11000名 を 上

回 る よ う に な っ た 。

実 は 、 今 ま で イ ン ドで 行 わ れ て き た 日本 語 教 育 は 高 等 教 育 レベ ル で の 日本 語 教 育

で 、 小 ・中等 レベ ル で の 日本 語 教 育 は ほ と ん ど 無 視 さ れ て き た 。 タ ゴー ル 大 学 の 付

属 学 校 だ け は 例 外 と し て 、 以 前 か ら選 択 科 目 と して 日本 語 を 導 入 して い る 。2005

年4月 に イ ン ドで 行 わ れ た 日印 首 脳 会 談 で 、 日本 の 小 泉 首 相(当 時)と イ ン ドの マ

ン モ ハ ン ・シ ン 首 相 が イ ン ドの 学 校 に も 選 択 科 目 と して 日本 語 を 導 入 す る こ と を 協

議 し 、 イ ン ドの 日本 語 学 習 者 の 数 を2010年 ま で に3万 人 ま で に 引 き 上 げ る こ と に

同 意 し た 。 そ の 結 果 、2006年 の4月 か ら イ ン ド のCentralBoardofSecondary

Education(CBSE、 中 央 中 等 教 育 委 員 会)の 運 営 下 の 学 校 で 日本 語 を 選 択 で き る外

国 語 科 目 と し て 導 入 した 。 最 初 は 第 六 学 年 か ら第 八 学 年 を 対 象 に して い る が 、 徐 々

に 上 の 学 級 へ 広 げ て い く 予 定 で あ る 。 教 師 の 不 足 、 適 当 な カ リキ ュ ラ ム の 開 発 と教

材 の 作 成 な ど は 大 き な 問 題 で あ る が 、 イ ン ドの 中 央 中 等 教 育 委 員 会(CBSE)、 在

イ ン ド 日本 大 使 館 、 日本 国 際 交 流 基 金 、MOSAI(MombushoScholarsAssociation

ofIndia)、 イ ン ド 日本 語 教 師 会(JALTAI)な どイ ン ドに お け る 日本 語 教 育 に 直 接

携 わ っ て い る 両 政 府 機 関 、 教 育 機 関 、 教 師 会 及 び 非 営 利 組 織 が 共 に こ れ らの 問 題 を

乗 り越 え る 措 置 を い ろ い ろ 講 じて い る 段 階 で あ る 。 イ ン ドの 小 ・中 等 教 育 へ の 日本

語 の 導 入 は 、 これ か らイ ン ドに お け る 日本 語 教 育 に 大 き な 弾 み を与 え る に 違 い な い 。

イン ドにお ける日本地域研究 ・日本語教育の普及 を妨 げる要因

イ ン ドにおける 日本地域研究 ・日本語教育の普及 を妨 げる主な要因には次のよ う

な ものが挙 げられ る。

1.ま ず、イ ン ド政府 の外国語教育 と地域研究政策、それ らの分野を専攻す る学習

者 ・研究者 に対す る待遇 の不備 を最大原因 として挙 げられ ると思 う。

2.高 等教育の段階では、近年 日本語教育 と日本研究が注 目され るよ うになったも

のの、予算不足や優先順位の変更のため停滞状態が続 く。

3.イ ン ド政府 は外国語の専門家や地域研究の専門家を外交官、外交関係 の仕事 な

どに任命す ることは滅多 にない。それで、外国語 の学習や地域研究 に関心 を持つ

イ ン ド人学生や研究生があま りいない。
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4.地 域研究 において、まず、何 よ りも必要 なのは対象 国の公用語の運用能力 で

ある。残念 なが ら、イ ン ドでは、 日本語の学習者 が増えてい る一方、 日本語の運

用力の立派な学習者 のほとん どは卒業 してす ぐ就職 して しまい、研究に残 る人は

滅多にいない。現在、 日本地域研究にi携わ っている学者 の中でも、実際に 日本語

能力を持っている学者の数は、片手の指で数 えられるほど少ない。

5.イ ン ドにおける 日本研究の普及 を今まで妨げてきた一つの大 きな要因 として、

今までの日本 とイ ン ドの間 にあった生ぬるい二国間関係 を取 り上げることができ

ると思われる。 もちろん数年前か ら、 日印 問の戦略的 ・経済的協力 は、強調 され

るよ うになったが、 日本研究の必要性はいか に重要であるのか とい うことを、政

府 も知識者 もまだ十分に認識 していない よ うな気がす る。

ところが、アジア新時代の今 日では、従来の世界構図が変わったので、これか

らの 日印関係 は一層勢力を増 し、平和を維持 しなが ら全世界 に経済的繁栄をもた

らす大きな柱 となるだろ う。 したがって、イ ン ドにおける日本研 究も新 しい地平

線 を切 り開 くことに違いない。

6.イ ン ド国内では 日本の出版社の支店 もなければ、 日本の書物の出版権 を持 って

いる現地出版社もないか ら、 日本研究 と日本語教育に必要な資料、教材 と教科書、

辞書、研究書などの入手は非常に難 しい。

7.高 い レベル の 日本語運用能力が身に付いている学生が 日本研 究に移 り、深みの

ある 日本地域研究を続 けるための体制 もなけれ ば、研究者の安定 した生活 を保証

する仕組みも存在 しない。研究者 が安心 して研究 に献身で きる環境を作 ることが

何 よりも必要である。

おわ りに

21世 紀に入 ってか ら、や っと日本 とイン ドはお互いの存在 を認識 し始 めた。そ

のため、 これ か らの 日本 とイ ン ドの間におけ る、経済、戦略及び技術上のー協力 は

益々深 まってい くと思 う。その結果 、よ り多 くのイン ド人研究者が 日本研究 に殺到

す るよ うになるのではないか と期待 している。

よって、イ ン ドにお ける 日本語教育 と日本研究は将来に主要な学習科 目として発

展 していく可能性が非常に大きい。そ して、それによって、両国民がお互いに持っ

てい る誤 った先入観 の壁を打 ち砕いてよ り強い 日印関係 を築 き上げて、同じアジア

人であるとい う認識 を持ちなが ら平和 と繁栄を確保 した共存共栄の国際社会作 りを

目指 して協力 してい くこと渉できれば、それは何 よ りもありがたい ことでないだろ

うか。
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